
H24年度事業より「公益法人会計基準」（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等員会）

を採用している。

　　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法によっている。

　　　　また、平成15年4月1日以後に取得した取得価格30万円未満の少額減価償却資産については、取得時に費用

　　　　処理を行っている。

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

　　　リース期間定額法を採用している。

（単位：円）
科　目 前期末残高 当期末残高

基本財産
  定期預金（基） 3,000,000 3,000,000

小　　計 3,000,000 3,000,000
合　　計 3,000,000 3,000,000

（単位：円）

科　目 当期末残高
（うち負債に対応

する額）
基本財産
  定期預金（基） 3,000,000 ―

小　　計 3,000,000 ―
合　　計 3,000,000 0

科　目 取得価額
  建物 700,000
  車両運搬具 342,809 342,808 1
  什器備品 2,348,660
　リース資産 22,198,800

合　　計 25,590,269

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
（単位：円）

補助金
都市と農村交流事業補助金 岩見沢市 0 0 0 0 一般正味財産

合　　計 0 0 0 0

0

210,272

（うち一般正味財産か
らの充当額）

　　　　消費税の会計処理は税抜方式を採用している。

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

減価償却累計額 当期末残高

16,331,812 9,258,457

当期増加額 当期減少額 当期末残高

1．重要な会計方針

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

当期増加額

　　②リース資産

（３）消費税等の会計処理

13,213,498 8,985,302

0

（うち指定正味財産か
らの充当額）

0 0
0

2,138,388

0

0
0 0

0

637,118

法　人　名：一般財団法人　いわみざわ地域交流センター

財務諸表に対する注記

（２）固定資産の減価償却の方法

当期減少額

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　①建物・車両運搬具・什器備品

    　　定率法又は旧定率法を採用している。

    　　ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、平成19年4月1日

　　　　以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用している。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

補助金等の名称

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

交付者

0 0

（単位：円）

62,882

貸借対照表上の
記載区分

前期末残高


